
はじめに

　筆者は，⚒⚐⚐⚙年に沖縄県で独立型の社会福祉士事
務所いっぽいっぽを社会福祉士⚒名で立ち上げ，主
に生活困窮者の相談支援・生活支援に携わってきた。
⚒⚐⚑⚑年⚑⚒月には，それまでの活動を基礎に特定非営
利活動法人いっぽいっぽの会を設立し，⚒⚐⚑⚒年⚔月
から⚒⚐⚑⚕年⚓月までの⚓年間は，厚生労働省の補助
事業（事業の執行機関は沖縄県）である「ホームレ
ス等貧困・困窮者の『絆』再生事業を受託し，生活
困窮であっても必ずしも生活保護等の支援に結びつ
かないいわゆる「法のはざま」に置かれた人々の生
活相談・生活支援ケースの対応を行ってきたが，筆
者たちの前に大きな課題が立ちはだかることになっ
た。それは，生活困窮を抱えることになった要因と

して，「金銭管理がうまくできない」「人間関係がう
まくつくれない」あるいは，身体的に各部位の個別
の機能としてはそれほど悪いとは認識されていない
が，生活上の動作においてどうしても「時間がかか
ってしまう」といったものなどがあるが，必ずしも
本人が自覚しているものでなかったり，専門的機関
につながっていないことで極めて不利な状況に陥っ
ていたことである。加えて，生活困窮が故に家賃等
の支払いもままならず，継続して住居を確保するこ
とが困難な状況になっているケースも少なくなかっ
たことである。
　こうした状況は，生活上に何らかの支障をきたし
ている「障害」を有しているにもかかわらず，必ず
しも医学的・法的に「障害」という認定を受けるこ
とができず生活困窮に陥る前の段階で専門的な支援
を受けることができなかったために状況がより深刻
化している場合も少なくないということから，生活
困窮が「生活障害」と密接に関係していることも見
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生活困窮者支援における「生活障害論」の構築に向けて
─障害者グループホームのとりくみから─

高木　博史ⅰ

　本稿では，筆者の沖縄県における実践を通して，生活困窮を抱えてしまっている要因として，「金銭管理
がうまくできない」「人間関係がうまくつくれない」といった理由も少なくない。こうした要因は一般的
に「障害」とは認定されてこなかったものも少なくないが，明らかに生活に支障をきたしているという意
味で「生活障害」であるということができる。一方で，この「生活障害」は，必ずしも政策の中で考慮さ
れてきたものではなく，とくに「障害区分認定」による障害のカテゴライズ化は，その枠にはまらない多
くの法のはざまを生み出すことが懸念される。本稿は，こうした課題を「生活アセスメント」の視点を用
いた障害者グループホームの取り組みから明らかにし，生活を総合的にとらえることができる社会福祉・
社会保障政策の実現のための「生活障害論」の構築が必要であることを問題提起するものである。

キーワード：生活障害，法のはざま，区分認定，障害者グループホーム，生活アセスメント

ⅰ 岐阜経済大学経済学部公共政策学科准教授

『立命館産業社会論集』第⚕⚑巻第⚑号 ⚒⚐⚑⚕年⚖月



えてきた。
　本稿は，筆者を含むスタッフたちがこうした課題
と向き合うために設立した障害者グループホームの
取り組みと生活困窮者支援における「生活障害」と
いう視点から，今後の生活困窮者施策を考えるきっ
かけを提示することを目的としている。

⚑．「生活障害」とは何か

⚑－⚑　「生活障害」の概念
　生活困窮者支援の分野で「生活障害」ということ
ばが用いられることはそれほど多くはないが，筆者
は，実は重要なキーワードではないかと考えている。
そこで，まず，本稿で取り上げる「生活障害」につ
いて検討を行っていきたい。
　宮崎清恵は，「生活障害」について「生活歴や性格
などの個人因子を持ち，環境因子の影響を受けてい
る独自の存在である人間が，その人となりの人生の
目標・意義を達成するために生活していくプロセス
での活動や参加に支障が生じている状態」１）と定義
している。そして，ICF（国際生活機能分類）の概
念枠組みが「生活の全体関連性を把握し，どの部分
にどのような対策を講じるとよいのかという道筋を
示してくれるツールとなりうる。」２）と述べている
がこの指摘は，極めて重要である。なぜならば，生
活は，あらゆる行為が継続した状態の集合体であり，
一つの行為だけを抜き取って評価することはきわめ
て難しいことであるからである。また，生活歴や性
格といった構成要素に言及している点も興味深い。
確かにどのような生活をこれまでに送ってきたかと
いうことが，現在の価値観を形成し，場合によって
はできること，できないことの分岐点に影響してい
る場合もあるであろうし，性格によっても，たとえ
ばうつ状態になりやすい場合などもあり，それによ
っても生活のありようは大きく変化するといえるだ
ろう。
　また，介護に関する著書も多い三好春樹は，その
著書『生活障害論』の中で，具体的事例をあげ，

ADLが生活評価にならないことを指摘している２）。
生活困窮者支援においてADLそのものが取り上げ
られ，支援の方向性等が議論されることは必ずしも
多くないが，その指摘はひじょうに興味深いもので
ある。三好の挙げている事例とは，寝たきり老人の
家庭に保健婦との訪問の場面であり，次のようなも
のである。
　「保健婦さんと一緒に訪問に行きますよね。ADL
チェックをしなければいけないというので，だいた
いみんなどう聞くかというと，まず『歩けます
か？』と聞きます。「歩くことができますか？」と
本人に聞いているのに，だいたい代わりに奥さんが
答えますね。『歩けます』『ああ，歩けますか。ほぼ
ADL自立』なんてことになります。奥さんにしてみ
れば『歩こうと思えば歩けます』という意味なんで
す。杖をついて歩こうと思えば歩けるけれども，⚓
年間歩いていない。（笑）でも『歩けますか？』と聞
かれましたから，「歩けます」という答え方をする
わけです。また，『ご飯を⚑人で食べられますか？』
ときくと，「食べられます（食べようと思えば）」と
言います。いつも介助をしているけれども，食べよ
うと思えばできるはずだ，という潜在能力のほうで
答えてしまって，生活実態をまったく答えてくれな
い。そこでADL評価が作られるということになっ
ています。」３）といった事例である。ちなみに，こ
こでの「ADL」とは一般的には「日常生活動作」と
日本語訳されているものである。三好はこの訳語に
ついて「日常生活動作」ではなく「日常生活行為」４）

という訳をしていることも興味深い。生活の実態を
どこまで具体的に把握するのかといぅことを的確に
示している点が評価に値するといえよう。

⚑－⚒　就労支援と「生活障害」について
　一方で，ここで挙げられた事例については，実は
生活困窮者支援の現場でも極めて酷似する事例が存
在することにも言及しておきたい。それは，たとえ
ば「就労」に関する一連の支援プロセスの中で生じ
てくることがある。失業してしまい生活困窮に陥っ
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たために福祉事務所に訪れ相談をしたところ，窓口
担当のケースワーカーに「働けないのですか？」と
いった質問を投げかけられた場合，「働こうと思え
ば働けないというわけではないが……」ということ
を含みながら「働けます」という返事を半ば強制さ
れる雰囲気を感じ取ってしまうことである。そして
「働くこと」あるいは，「職を探す」ことを前提の
「条件」に生活保護制度利用の説明がなされるとい
った具合である。そして，「とりあえず」就職しや
すい，あるいは必ずしも意に沿わない就職を目指す
ことを「条件」にさせられることもある。
　こうした場合は，先の事例のような「歩けるか」
「歩けないか」という問いに対し，「歩ける」という
答えになってしまうのと同様に「働けるか」「働け
ないか」という問いに対し，「働ける」という答えに
なってしまう可能性がひじょうに高いことを示して
いる。ここには，必ずしも職場でそれなりの人間関
係を築きながら，継続して相当の期間，勤務するこ
とができるという想定がほとんど考慮されていない
こともありうる状況が生じていく可能性がある。こ
うした状況になってしまうと仮に「就職」を果たす
ことができたとしても，再び転職や失業を繰り返す
うちにさらに生活困窮状況が深刻化する場合も考え
られる。もちろん，生活保護制度を利用する際は，
どのように「自立」に向けた計画があるのかという
ことを考慮しなければならないが，「失業してしま
った原因」については，それぞれの事情が大きく影
響している。「診断名がついている病気」や身体状
況からみて明らかに「働ける状況でない」という場
合を除き，とても「働ける」状態ではなかったとし
ても前歴や年齢といったところから「まだ働ける」
という安易な「支援」がなされていることも事実で
ある。
　現実には，職種にもよるが，継続的安定的な職業
を探すという意味では，もはや，⚓⚐代を超えるあた
りから「就職活動」は厳しくなってくるが，そうし
た雇用情勢や個別の事情が考慮されながらの支援で
はなく，「就職する」ということが目的化している

状況になっている側面は否定できない。本来であれ
ば，失業に至った原因等について十分に吟味される
必要があるのではないだろうか。

⚑－⚓　「金銭管理能力」と「生活障害」について
　また，生活困窮の大きな原因の一つとなっている
金銭管理能力の有無についても同様のことがいえる。
金銭管理能力については，お金の計算さえできれば
それで事足りるというものではない。仮に数学的な
計算が可能であったとしても，たとえば⚓日間で生
活するためにはいくらぐらいの生活費が必要でいく
らぐらい残しておかなければならないといった見通
しが立てられないという場合の金銭管理能力は欠如
しているといわざるを得ないだろう。しかし，お金
の計算が「できるか」「できないか」というだけで判
断されるとしたら金銭管理能力が「ある」というこ
とになり，専門的な支援も受けられないまま放置さ
れる状況になってしまうことは容易に予測できるこ
となのである。
　筆者の遭遇した事例で次のようなものがある。こ
れは，筆者の運営する特定非営利活動法人いっぽい
っぽの会の前進となる活動を行っていた社会福祉士
事務所いっぽいっぽへの相談事例である。この事例
は，生活保護訴訟へと発展し，そのプロセスでは生
活保護分野では全国で初めての「仮の義務付け」認
容決定を勝ち取ることができたものである。この決
定は，単なる手続きの不備等による当事者の不利益
を認めたものではなく，生活実態に寄り添った決定
であったという点で大きな意義を持っている。
　ここで「仮の義務付け」決定について若干の説明
が必要であろう。「仮の義務付け」とは，訴訟とな
った場合，長期にわたる裁判による判決を待てない
ほど状況がṧ迫しており，緊急性が高く償うことが
できない損害を避けるために仮処分を申し立てるこ
とができる制度である。司法・行政・立法という三
権分立の考え方からそれぞれの立場の「処分」ない
し「判断」等が一応尊重されるであろうシステムに
おいて，生活保護訴訟のように，行政判断の執行を
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停止したり若しくはその判断を覆すような行政訴訟
においては，かなりハードルの高いものである。し
かし，当事者の生活はṧ迫していた。こうした「仮
の義務付け」を申し立て，認容決定を勝ち得たプロ
セスにおいて，「金銭管理能力」「生活障害」の関係
性が明らかになった事例である。では，もう少し詳
細に事例概要に言及していこう。
　Aさんは⚗⚐代であるが，その場しのぎの借金を繰
り返してきた。生活保護を受けていたが，指導指示
違反があったとして突然の保護停止処分を受け，そ
の後の複数回に渡り再申請を行ったがそれらについ
ては全て却下で，生活が立ち行かなくなっていた。
このケースにおける大きな争点の一つに「金銭管理
能力」があった。生活保護費からの借金返済は原則
として認められていないが，その場しのぎの借金を
繰り返すAさんに対し，処分行政庁が⚒回や⚓回で
なく複数回に渡り，誓約書を取り交わしており，そ
れがことごとく破られたことに対し，「確信犯」で
あるとの判断に基づき生活保護の廃止を決定したも
のである。しかし，一方で筆者たちが行った情報公
開請求によって明らかになったことは，浪費や派手
な暮らしぶりではないことが窺えるケース記録の記
述が判明している。つまり，借金については必ずし
も生活の見通しが立てられないまま繰り返してしま
うという金銭管理能力の脆弱さを如実に現している
にもかかわらず，処分行政庁は意図的な「指導指示
違反行為」と判断していたのである。こうした判断
について裁判所は「保護を必要とし，生活保護を申
請する者のおかれた状況や，上記のような金銭管理
能力を含めた同人の能力等も勘案しながら，その者
の資産や能力を活用していないものといえるか否か
を検討すべきである。〈中略〉理由がある場合には，
金銭管理能力習得のための家計簿記帳を指導するな
どの支援を行うように努めるべきともされていると
ころ，処分行政庁が申立人に対してそのような支援
を尽くしたとは認めがたい。」５）という判断を下し
た。つまり，支援のプロセスにおいて当事者の金銭
管理能力を無視し「結果」だけに注目した処分であ

ったことが司法の場で決着したということであろう。
　筆者は，こうした事例をいくつも積み重ねてきた
ことにより，それぞれの行為一つ一つで判断するの
ではなく，全体として生活にどれだけの支障をきた
しているのか，そして支障をきたしているとしたら
それはどのようなものかを把握しない限り，生活困
窮者支援の展望は開けないのではないだろうかとい
う一つの仮説にたどり着いた。そこで，生活困窮者
支援の分野においてもこの「生活障害」という概念
を用いていくことが，今後の展開を考えていく上で
必要不可欠なものであるということを提起しておき
たい。

⚒．生活困窮者支援分野における「生活障害」
の位置づけ

⚒－⚑　「区分認定」の陥穽
　これまで，生活困窮者支援分野に「生活障害」と
いう概念は必ずしも主流の考え方としては入ってい
なかった。
　ここでは，従来の生活困窮者支援の分野に「生活
障害」の概念をどのように位置づけていくのかとい
うことについて検討を行っていきたい。
　「生活障害」を考える上で「区分認定」について検
討行うことは必要不可欠であろう。なぜならば，わ
が国において「障害」は「認定」の対象であり，「認
定」されなければ，施策の対象とならないという現
実があるからである。そのような意味では，わが国
において社会福祉のあり方を大きく変化させ，今日，
障害者福祉分野においても主流となる考え方である
「区分認定」の原型ともなった介護保険における
「区分認定」について検討してみたい。
　介護保険による認定区分は現在，見直し作業がな
されているが，要支援⚑から要介護⚕までの⚗段階
である。基本的には，介護に要する時間を機械的な
判定（一次判定）と意思等の意見書等も考慮した
（⚒次判定）を含めて判断されるが，認知症などの
場合は，いわゆるADL（ここでは日常生活動作）能
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力，つまり身体的な機能の能力が高めに出る場合は
認知症の及ぼす生活支障に比して認定区分は軽めに
出てしまうという特徴があることは介護保険創設以
来の課題となっている。
　しかしながら，「軽め」の判定が出てしまった場
合，サービスを提供する事業者の負担は重くなるに
もかかわらず収入は上がらないという事態を招き，
その結果，人件費も抑制せざるを得ないという結果
を招きかねないのである。このように「区分認定」
のシステムは，後に障害者福祉分野にも導入される
ことになるが，実際に介護や生活支援にかかる手間
の時間と報酬は必ずしも比例しないという決定的な
弱点を持っているといえる。その結果，疲弊をきた
している現場も少なくないといっても良いだろう。
　また，そもそも生活とは継続性のあるものであり，
動作一つとってもできたりできなかったりするもの
である。一定の区分によって「生活を分断される」
ことが果たして，財政的には効率的であっても，支
援上は大きな支障になっているといわざるを得ない。

⚒－⚒　「区分認定」のはざま
　わが国では，とくに⚒⚐⚐⚐年前後の社会福祉基礎構
造改革の時代を中心として「区分認定」によって最
初に「費用」を算出し，その枠内でいかにサービス
を効率よく組み合わせていくのかというケアマネジ
メントが社会福祉領域における主な業務として台頭
してきた。そしてこの流れは，介護保険に始まり，
障害者総合支援法に至るまで貫徹しているといって
も良い。また，「区分認定」とまではいえないかも
しれないが，後に詳細に記述する⚒⚐⚑⚕年⚔月に施行
した生活困窮者自立支援法においても「生活保護対
象者」なのかどうかということが「相談支援」のプ
ロセスにおいてより厳密な運用が迫られてきている
のである。
　しかし，本当にそれでよいのであろうか。「区分」
や「区別」があるということは，その間には必ずそ
の枠内に入らないといえる「はざま」が存在するの
である。社会福祉政策を遂行する以上どこかで線引

きをしなければならない状況があるとしても，これ
では生活を総合的に捉えていくというのは困難であ
る。「区分認定」によって生活を分断された者を生
み出し，大量の行き場のない「支援困難者」を作り
出す恐れがあることにも言及しておきたい。
　今後，こうした人々をどのようにケアしていくの
か，あるいはそもそも生み出さないようにするため
にはどうすればならないのかという課題はわが国に
おける社会福祉・社会保障政策の大きな課題の一つ
となってくるであろう。

⚒－⚓　生活困窮者支援と「生活障害」
　生活困窮者支援の分野では，生活課題が重複して
いることも少なくない。経済的条件のみならず，そ
れまでの「人生」が現在の状態を生み出しているの
であり，現在の問題だけに断片的に対処するだけで
は本質的な解決とならないことも少なくない。その
ような意味では，「区分認定」のような考え方はな
じまないばかりでなく，あらゆる法律や施策を横断
的に利用・活用できる体制の構築が急務である。
　「生活障害」というのは，必ずしもいわゆる知的
障害・身体障害・精神障害といった身体的・精神的
症状としてのみ表れるものではない。生活困窮者支
援の分野では，生活を営む上でのあらゆる生活支障
をきたしている要因として「生活障害」を捉え位置
づけていく必要性があるのではないだろうか。

⚓．「生活障害」に対応する障害者グループホーム
の取り組み

⚓－⚑　生活困窮者支援領域における新しい展開
　⚒⚐⚑⚓年末，わが国の生活困窮者支援に様々な意味
で新しい展開をもたらすであろう二つの法律が成立
した。「生活保護法の一部を改正する法律（改正生
活保護法）」と「生活困窮者自立支援法」である。こ
の二つの法律は，当初からセットでの成立が目指さ
れていた。
　この一連の「生活保護改革」は，⚒⚐⚑⚑年に起こっ
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た芸能人親族のいわゆる「不正受給」問題に端を発
しているといっても言い過ぎではない。この「事
件」をきっかけに全国で生活保護の不正受給に対す
る批判が強まる中，生活保護受給者そのものに対す
るバッシングの嵐が吹き荒れることになった。その
結果として，生活保護法は，戦後，大幅な改正はほ
とんど行われてこなかったが，不正受給に対する罰
則の強化や窓口手続きの事実上の煩雑化を促してし
まうであろう規定の追加や，ジェネリック医薬品の
事実上の義務付けなど数々の「締め付け」ともいえ
る法改正がなされた。さらに⚓年間で約⚖⚗⚐億円を
削減しようとする生活保護基準の引き下げが決定し，
その上，冬季加算や住宅扶助も基本的には減額の方
向での見直しもなされるといった生活保護をめぐる
状況はひじょうに厳しい状況に陥っている。
　一方で，生活困窮者自立支援法が成立し，「生活
保護」の状態になることを防ごうとする「予防的立
法」により，就労へのシフトが明確化されている。
とくに「中間的就労」の認定などによる就労支援に
対する動きはかなりの急展開を迎えているといって
も良いであろう。
　こうした動きによって確かに「就労」へ向けた取
り組みについては一定程度進むと考えられるが，一
方で現実的に「就労」が困難な層を増加させてしま
うのではないかという懸念は払拭できない。既に述
べてきたように，適性などが考慮されずに意に沿わ
ない就労を半ば強制される就労圧力も強まってくる
のでないだろうか。
　しかしながら，「生活困窮者自立支援法」につい
ては，これまで生活困窮者支援の分野にはなかった
「生活困窮者住居確保給付金」の支給等が必須事業
として位置づけられるなど新しい展開も見せること
になったため，反貧困運動を進めてきた団体や個人
のなかにも様々な評価があることは事実であり，新
しい局面を迎えていることは間違いないといえるだ
ろう。

⚓－⚒　「生活障害」を受けとめる拠点として
　筆者が運営に携わる法人は⚒⚐⚐⚙年⚘月に沖縄県で
初めて地域に事務所を構えた独立型社会福祉士事務
所として設立され⚒⚐⚑⚑年⚑⚒月に特定非営利活動法人
化を果たしたが，その間，一貫して生活困窮者の相
談支援・生活支援を中心に行ってきた。⚒⚐⚑⚒年度か
ら⚓年にわたり厚生労働省の補助事業である「ホー
ムレス等貧困・困窮者の『絆』再生事業」では，生
活困窮でありながら生活保護の要件を満たさない，
あるいは何らかの理由で生活保護を受給したくない
といった人々などいわゆる「法のはざま」に置かれ
た人々の支援を行ってきた。こうした中で，生活困
窮者自立支援法が⚒⚐⚑⚕年⚔月から施行されることを
機に，これまで行ってきた「ホームレス等貧困・困
窮者の『絆』再生事業」は，それまでも予算の減額
が続いていたが，⚒⚐⚑⚕年⚓月末を持って終了するこ
とになり，事業受託によって何とかスタッフを確保
していた当法人は，事業収入の道をどのように確保
していくのか岐路に立たされていた。しかし，生活
困窮者自立支援法によって実施される事業の受託先
の選定プロセスについては不透明な部分も少なくな
い。支援の実績はともかく，過去に生活保護裁訴訟
支援も行いNPOとして時には行政と対峙すること
もある団体が，自治体の「良きパートナー」として
事業の受託先として選定される可能性はきわめて少
ない状況であった。そうしたときに，自主事業とし
ての可能性として障害者総合支援法に基づく障害者
グループホームの設立が有力なものとして浮上して
きたのである。この構想は，多くの相談者の方々が
何らかの「障害」を抱えているために生活困窮に陥
ってしまっていることが少なくないことが実践を通
して見えてきたためである。一方で，その「障害」
が法的・あるいは医学的に「認定」されてきたもの
ばかりではなかった。既に述べた「区分」認定がな
されていない「障害」も少なからずあった。
　また，これまでに対応してきたケースで次のよう
なケースの場合もある。たとえば，⚖⚐代ではあるが
⚖⚕歳以上ではないために原則として介護保険が利用
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できないが何らかの介護や生活上の支援が必要な場
合もある。しかし，⚖⚔歳と⚖⚕歳でどれほどの違いが
あるというのであろう。それほど大きく違わないに
もかかわらず法律の「壁」によって専門的支援を受
けられないことも考えられる。また，⚖⚐代を超えて
くると事実上の「就職」は困難になってくるために
就労による収入も見込めず生活に困窮するといった
こともある。一方で，このような人々の受け皿は極
めて少ない。⚖⚕歳にならなければ「高齢者」として
介護保険の利用もできず，一方で施設にも入れない
「高齢者」が行き場をなくしてしまっている現実が
存在する。このような「法のはざま」にある方の場
合は，生活保護の対象になるかならないかというこ
とのみならず，わが国の法制度のあり方そのものが
大きく影響していることがある。しかし，わが国に
おいて生活問題に対応する社会福祉法制は基本的に
社会福祉六法体制下によっての対応が想定されてお
り，従来の枠組みでは対応できないことも少なから
ずあった。
　こうした課題を解決する方法について検討を重ね
た結果，障害者総合支援法に基づく障害者グループ
ホームの設立を具体的に検討することとなった。障
害者総合支援法は，社会福祉六法の枠組みではなく，
知的障害・精神障害・身体障害等の障害福祉サービ
スの供給体制の一元化をねらった立法であり，障害
者グループホームの入居要件も「就労しまたは就労
継続支援等の日中活動を障害程度区分⚑または⚑～
⚖のいずれにも該当しない身体障害者・知的障害
者・精神障害者で，地域において自立した日常生活
を営むうえで，相談等の日常生活上の援助を必要と
する者」６）という利用者像が示されている。この利
用者像から仮に障害程度区分が非該当であっても日
常生活を営むうえで相談支援等の必要性があれば入
居できるということであり，その要件はかなり幅広
いということができる。つまり，いわゆる「障害」
という法的・医学的に「認定」がなされていなかっ
たとしても，生活に何らかの支障をきたしていると
いう「障害」＝「生活障害」があれば入居は可能で

ある。実際に，既に述べたようにいわゆる「知的障
害」や「身体障害」といったものがなかったとして
も金銭管理能力の不安がある方や人間関係がうまく
いかずに抑うつ，鬱状態になり，生活困窮に陥って
いる方も少ない現実から，ある意味ではかなり，障
害者グループホームでの対応が，こうした「生活障
害」を有する人々に対しての受け皿としても有効に
なりうるのではないかという見通しがあったからで
ある。
　このように生活困窮者に対する実践を継続してく
るうちに，こうした「生活障害」を念頭に置いた取
り組みの必要性が浮上し，⚒⚐⚑⚔年⚑⚑月に障害者総合
支援法に基づく障害者グループホーム（共同生活援
助事業所）の開設に踏み切った。
　障害者グループホームの目的は，地域における安
定的な生活基盤の確立であるが，こうした「生活障
害」から「生活困窮」をとらえる試みはまだ始まっ
たばかりであるが，生活困窮者支援分野からの「参
入」は，まだまだ少ない状況であり，ある意味では
障害者グループホームのあり方に一石を投じるもの
になれるのかどうかの挑戦でもある。

⚓－⚓　「生活アセスメント」と「生活障害」
　ここで，さらに「生活障害」を捉えていくための
視点について言及しておきたい。
　特定非営利活動法人いっぽいっぽの会では，「生
活アセスメント」の視点を大切にしている。この視
点は，グループホームは運用が始まったばかりであ
るがぜひ継承していくべきものであると考えている。
既に述べた宮崎が定義するように生活障害は「生活
歴」「性格」にも大きく影響していることが少なく
ない。
　生活の総合的な理解を目的として研究活動を続け
ている生活アセスメント研究会では，アセスメント
のあり方として「生活を総合的に『まるごと』捉え
ることができる方法として追求」７）し，当事者のア
セスメントにおいて二重の意味を考慮すべきである
ことを提示している。それは「その一つは対象者が
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客観的に置かれてきた社会的・政治的・経済的・文
化的な歴史と，彼を取り巻く社会構造という意味で
あり，もう一つは，その人が生きてきた人生の歴史
と，その結果として現在その人が置かれている状況
（構造）という意味」８）があるとしている。
　また，「一般にはアセスメントとは，個と環境に
目を向け，その関係のありようを示すことに中心を
おいている。そこからは，関係調整の課題こそ示さ
れるであろうが，対象が抱える生活問題を示すこと
にはならない。生活は世帯（家族）を単位として営
まれ，アセスメントは世帯の生活を捉えることなの
に，先の枠組みでは環境の一部としてしか捉えられ
ていない。また，そこでは，生活を現在の平面的な
関係でしか捉えておらず，その歴史と構造において
捉えようとしていない。これでは生活を捉えること
はできない」９）と現在におけるアセスメントの特徴
について批判を展開している。
　このように「生活障害」を捉える視点は「障害」
といえども，身体的なあるいは精神的な何らかの障
害によって引き起こされている器質的なものである
というイメージでもあるが，こうした提示を考慮す
るとその人に支援すべき構成要件はあらゆる分野に
またがっていることが分かる。したがって，「生活
障害」は，単に「（物理的に）見えているもの（ある
いは状態）」というだけでなく，当事者ともに対話
を続ける中で見えてくるものもあるという幅広い概
念であると捉えることができる。そして，そうした
ものを蓄積し，支援に活かしていくことこそがソー
シャルワーカーの力量であるとも考えることができ
る。
　そこで，「生活障害」を定義すると「生活に何らか
の支障をきたしている歴史的・政治的・文化的・身
体的・精神的・構造的要因に基づく障害であり，そ
れが生活課題として表れているもの」であるといえ
ないであろうか。一方でこの定義に基づくと，生活
課題の要因であるものは全てであるということもで
きるが，生活を支援するということとは，その理解
なしにはそもそも成立しないともいうことができる。

⚓－⚔　障害者グループホームの課題
　一方で，「生活障害」を受けとめるといっても「限
界」や「課題」があるのも事実である。
　わが国における社会福祉施策の全体の流れとして
は「地域福祉」であり，大規模施設から小規模施設，
そして脱施設化，あるいは地域生活移行への道筋は
筆者も概ね賛同するところではあるが，必ずしもこ
うした枠組みに入ってこない当事者も存在する。
　たとえば，感情等のコントロールが難しく，共同
生活，あるいは集団生活が苦手な当事者の場合であ
る。こうした人々は，職員が十分に配置されてない
場合，とくに職員が不在時には，感情のコントロー
ル等がうまくいかず，他の入居者とトラブルとなる
例もある。その結果，何日も不穏状態が続くことに
なり，そのこと自体が当事者自身にもスタッフ自身
にとっても身体的・精神的負担になってしまってい
ることがある。むしろ，望まない地域生活を強いら
れる結果となってしまっているのが現状である。つ
まり，多くの人々が「地域生活」を望んでいるから
といっても必ずしも「地域生活」を望んでいない人
もいたり，あるいは，「集団生活」が難しいがゆえに
地域に「放置」されざるを得ないという現実が生み
出されている状況も存在しているのである。現代に
おける施策においては，「地域生活」こそが「誰もが
望むより好ましい」と考えられている流れとして政
策が作られていく現実があり，こうした人々につい
て想定されていないといってもよいであろう。この
ような時に「生活障害」という点で生活を総合的に
捉える視点が政策に盛り込まれていく必要性が求め
られる。障害者総合支援法は，生活課題を抱える比
較的幅広い層を捉えることはできるが，やはりどう
してその枠から外れてしまう場合もありうるのであ
る。こうした場合の支援体制はやはり法律や施策の
横断的な運用が求められるであろう。

⚔．「生活障害論」の構築に向けて

　わが国において「生活障害」の議論はそれほど活
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発に行われているわけではない。政策を遂行する上
で，生活を総合的に捉えていこうという視点は，財
政上の障壁になる可能性は否定できない。しかし，
生活問題は目先の問題だけが解決すればそれでよい
というのではなく連続的・継続的なものであること
は明らかなのである。
　従来，生活困窮者支援は，とくに経済的状況のみ
にとらわれがちになってきたことは否定できない側
面があるのではないだろうか。障害者グループホー
ムの取り組みへの経緯を通し，現在の経済的状況を
作り出す要因に至るには様々な複合的な課題がある
ことが見えてきた。そしてそれは，当事者の今に至
る歴史的・政治的・文化的・身体的・精神的・構造
的要因によって形成されたものであることも明らか
になった。一方で，こうした視点を踏まえないこと
は生活課題の本質的問題から目を背けることにつな
がるものである。そのような意味で生活課題を「生
活障害」と捉える視点は必要不可欠である。
　一方で，「生活障害」の範囲があまりにも広いた
めにつかみどころない議論になるということがいわ
ゆる「生活障害論」が不活発な理由であるだろう。
しかし，実践の蓄積がないわけではない。生活課題
の要因となっているものを緻密に分析することが必
要である。
　そのような意味で今後，生活をどのように捉えて
いくのかということが議論され，「生活障害論」が
構築されていく必要性があるのではないだろうか。

おわりに

　本稿では，「生活障害」というキー概念が，単なる
「障害者福祉」分野におけるものでなく生活困窮者
支援の現場においても有効な概念であることを提示
することができたのではないだろうか。一方で，
「生活障害」の議論は，いまだ定着しているとは言
いがたい状況でもある。わが国における社会福祉政
策において「生活障害」の概念が取り入れられてい
くことこそ生活実態に寄り添う社会保障・社会福祉

政策となるのではないだろうか。
　一方で，「生活障害」を政策の中に落とし込んで
いくために具体的な評価方法についてまでは検討が
不十分であり，今後の課題としていきたいが本稿が
そうした議論のきっかけとなってくれれば幸いであ
る。

注
⚑） 宮崎清恵「ICFの展望と課題　─生活障害と
ICFを考える─」『神戸学院総合リハビリテーシ
ョン研究　第⚒巻第⚑号』⚒⚐⚐⚗年，⚑⚒⚓頁

⚒） 三好春樹『生活障害論　シリーズ生活リハビリ
講座⚒』雲母書房，⚑⚙⚙⚗年，⚑⚔頁

⚓） 三好春樹，前掲書，⚑⚕頁
⚔） 三好春樹，前掲書，⚒⚔頁
⚕） 「生活保護開始仮の義務付け申立事件・那覇地
方裁判所決定（平成⚒⚑年⚑⚒月⚒⚒日）」『賃金と社会
保障　⚑⚕⚑⚙・⚑⚕⚒⚐号』旬報社，⚒⚐⚑⚐年，⚑⚐⚒頁

⚖） 坂本洋一『図説よく分かる障害者総合支援法』
中央法規，⚒⚐⚑⚓年，⚗⚙頁

⚗） 大野勇夫・川上昌子・牧洋子編集代表・生活ア
セスメント研究会編集『福祉・介護に求められる
生活アセスメント』中央法規，⚒⚐⚐⚗年，⚑頁

⚘） 川上昌子「第⚒章　生活と貧困　─その構造的
理解のために」，前掲書，⚒⚒頁

⚙） 編集代表一同，前掲書，⚒頁

参考文献
・宮崎清恵「ICFの展望と課題　─生活障害とICFを
考える─」『神戸学院総合リハビリテーション研
究　第⚒巻第⚑号』⚒⚐⚐⚗年

・三好春樹『生活障害論　シリーズ生活リハビリ講座
⚒』雲母書房，⚑⚙⚙⚗年

・「生活保護開始仮の義務付け申立事件・那覇地方裁
判所決定（平成⚒⚑年⚑⚒月⚒⚒日）」『賃金と社会保
障　⚑⚕⚑⚙・⚑⚕⚒⚐号』旬報社，⚒⚐⚑⚐年

・坂本洋一『図説よく分かる障害者総合支援法』中央
法規，⚒⚐⚑⚓年

・大野勇夫・川上昌子・牧洋子編集代表・生活アセス
メント研究会編集『福祉・介護に求められる生活
アセスメント』中央法規，⚒⚐⚐⚗年

生活困窮者支援における「生活障害論」の構築に向けて（高木博史） 173



・中央法規出版編集部編『改正生活保護法・生活困窮
者自立支援法のポイント　新セーフティネットの
構築』中央法規，⚒⚐⚑⚔年

・高木博史「随想　生活を丸ごと受けとめるというこ
と」『人権と部落問題　⚒⚐⚑⚔年⚗月号』部落問題
研究所，⚒⚐⚑⚔年

立命館産業社会論集（第⚕⚑巻第⚑号）174



生活困窮者支援における「生活障害論」の構築に向けて（高木博史） 175

Abstract : My experience with activities in Okinawa Prefecture established that not a few people live 
trapped in poverty because of their failure to properly handle personal finances or build interpersonal 

relationships. In general, these factors have not been recognized as forms of “disability.” However, they can 

be regarded as “daily life disability” in the sense that they contribute to disturbance in daily life.

　Meanwhile, this type of daily life disability has not been approached from a policy perspective. There is 
fear that the categorization of disability under the certification for classification of disability levels may create 

many cases that cannot be covered by any law.

　This paper argues for the need to establish a daily life disability theory that enables the development of 
social welfare/social security policy that takes a comprehensive view of daily life of the public, by focusing 

on efforts being made by group homes for people with disability to address this issue from a viewpoint of 

daily life assessment.

Keywords : daily life disability, cases not covered by any law, certification of classification, group home for 
people with disability, daily life assessment
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